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総社市保育士支援金支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，市内私立保育所等に勤務する保育士等に対して，予算の範囲内において，総社市

保育士支援金（以下「支援金」という。）を支給することにより，保育人材等の確保等を図ることを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）保育所等 次に掲げる市内に所在する私立保育所等をいう。 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の規定に基づき設置された保育所（同

法第３９条第１項に規定する保育所をいう。以下同じ。）及び総社市公の施設の指定管理者の手

続等に関する条例（平成１７年総社市条例第２１８号）の規定に基づき指定を受けた指定管理者

が運営している保育所 

イ 児童福祉法第３４条の１５第２項の規定に基づき家庭的保育事業等を行っている施設 

（２）保育士等 保育所等に勤務する者をいう。ただし，当該施設の経営に携わる法人の役員及び施設

長等は除く。 

（３）支給対象期間 ４月１日から翌年３月３１日までの期間とする。 

（対象保育士等の要件） 

第３条 支援金の対象となる保育士等（以下「対象保育士等」という。）は，次に掲げる要件を全て満

たす者とする。 

（１）保育所等において，１年以上の期間の労働契約を結んでおり，１日６時間以上かつ月２０日以上

常態的に継続して勤務していること。 

（２）保育所等を適用事業所とする社会保険の被保険者であること。 

（３）支給対象期間内に，同一法人が経営に携わる保育所等に６箇月以上勤務していること。ただし，

育児休業及び疾病その他の理由により休職した期間は除く。 

（支援金） 

第４条 支援金の額は２万円とし，１人につき同一支給対象期間内１回限りとする。  

（届出） 

第５条 教育委員会は，支援金の支給に当たり，対象保育士等から総社市保育士支援金届出書に，次に

掲げる書類を添付の上，提出させるものとする。 

（１）雇用証明書 

（２）社会保険の被保険者であることを証する書類 

（３）その他教育委員会が必要と認める書類 

（支給) 

第６条 教育委員会は，前条の規定による届出書を受理したときは，速やかに内容を確認の上，支援金

を支給するものとする。 

（支援金の返還） 

第７条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合は，支援金の支給を受けた対象保育士等に

対し，期限を定めて支援金の返還を命ずるものとする。 

（１）対象保育士等が虚偽の方法により支援金の支給を受けたとき。 

（２）その他教育委員会が必要と認めたとき。 

（台帳の整備） 

第８条 教育委員会は，支援金の支給に関し，総社市保育士支援金支給台帳を作成し，必要な事項を記

録しておかなければならない。 

（その他） 



第９条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，教育委員会が別に定める。 

   附 則 

 この告示は，公布の日から施行し，平成２９年４月１日から適用する。 


